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永らくのわが国経済低迷の要因仮説として、新市場創造が活発でないことが梅澤により示唆されている
。一方昨年末からのアベノミクスにより、金融要因主導での好況感も形成されつつある。これまで本分科会では継続して5年間にわたり、FMCG市場における商品開発の状況をモニタリングしており、実物経済好転の兆しがどのように実務的製品開発に影響を及ぼすものか測定可能である。

方法論として、ID付POSデータ
を用いてこの新市場創造および一般の商品開発の実態を、計量的に把握すべく測定方法論を、暫定的な操作的定義によりそれらの試用をおこなった。本分析は当該市場における、100万SKUを超えるわが国最大級のデータによる研究である。本年はこれらの手法を継続適用し追加検証を実施した。
新商品の発売状況に関して、2008年8月から2013年7月に初買い上げのあった1,010,969アイテム（食品SM510,345アイテム、ドラッグ500,624アイテム）の5ヵ年を比較すると、食品SM、ドラッグ関連商品ともに、新規取扱商品数、販売ともに長期的には漸減傾向が続いているように見える。ただし、2012年と2013年の対比については、売上を中心に下げ止まっており傾向が変わりつつある可能性もある。特に食品スーパーでの新商品数は2011年までの単調減少から、2013年は反転増加となった。ただし、売上金額、点数の増加には商品数ほどの影響は出ず、全般的に成功しているとは考えにくい状況である。
2010年から2013年の4年間については、各期間で注目された新ブランドを選定し、それらがMIPの要件（生活の変化を起こし、新市場を創造したかどうか）の短期的な判断を加え、さらにその成否を発売翌年までの追跡を行っている。各年の集計ではサンプル数が限られ十分な評価は難しいが、通期で分析対象とした７１ブランドのうち、MIPかつ2期連続シェアNo.1を維持したものは20ブランドと２８％であった。その年の注目商品であることが分析対象のため、MIPがもともと多く含まれているはずだが、すべてのブランドが生活上の課題解決に対応しているわけではない。通常の商品開発の成功率と比較して、かなり高い成功率といえるのではないかと考察する。このことは、上述の総発売アイテム数（1,010,969）を鑑みるに、短期間ではあるがMIPの成功確率の高さが明らかに示されている。


これらの結果を踏まえ、今後は新製品抽出の方法を再考し、その中でのMIP比率、またそれらのMIP成功商品の短期での判定基準についてさらなる研究を継続する。　　　以上
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